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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 8 日） 
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≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、米国の主要な経済指標の発表もなく、新規材料に乏しい中、ドル円・クロス円は、序盤から小動きの展開となっ

た。ドルは、米国債利回りの動きに反応する動きとなったが、値動きは限定的だった。また、先週末に対円で 2015年 10月以来

の高値を付けたユーロは、アジア市場から利益確定の売りが優勢となり、主要通貨に対して軟調な動きが続いていたが、NY 市

場では下げ一服感から底固い動きとなった。 

 

 

 

IMM通貨先物でドルの売り越しが 12月中旬以来の高水準 

 

米商品先物取引委員会（CFTC）が発表したデータでは、IMM 通貨先物の投機部門の取組でドルの売り越し額が 12 月中旬以来の

高水準となった。ドルの主要 6 通貨（円、ユーロ、ポンド、スイスフラン、カナダドル、豪ドル）に対する売り越し額は 46 億

2000万ドルとなり、その前の 1週間（約 4億 6000万ドル）から大幅に増加した。米国の利上げ期待が高いものの、マーケット

ではドルに対する弱気の見通しが示される形となった。 

 

 
出所：データを基に SBILMが作成 
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ユーロ圏景況感指数は 17年ぶり高水準、業況指数は過去最高を記録 

 

欧州委員会が発表した 2017 年 12 月のユーロ圏景況感指数は、市場予想を上回る 116.0（前月 114.6）となり、2000 年 10 月以

来の高水準となった。また、ユーロ圏業況指数は 1.66（前月 1.49）と、1985年に統計を始めて以来、過去最高値となった。 

 

ECBは物価を 2％に迫る水準に押し上げることを目標にしているが、そのためには消費者物価が上がる必要がある。12月の物価

上昇率は 1.4％（前月 1.5％）に鈍化しており、向こう 12 ヵ月間の消費者物価を示す指数も 13.6（前月 16.0）と低下し、4 ヵ

月ぶりの低水準となった。 

 

ユーロ圏経済は 10年ぶりの大幅な成長を示しているが、物価上昇は緩慢が続いている。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：Bloomberg 
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米石油掘削リグの稼働数が減少 

 

米石油サービス会社ベーカー・ヒューズが発表した 5日までの 1週間の国内石油掘削リグ稼働数は 742基と、前週から 5基減少

した。原油価格は 2015 年春以来の高値近辺で推移しているものの、リグ稼働数は、3 週間ぶりに前週比マイナスに転じた。た

だ、前年同期の水準（529基）は大幅に上回っている。米金融サービス会社によると、探査・生産会社約 65社のうち 21社が既

に 2018年の投資計画を明らかにしており、対 2017年比 13％増加する見通し。 

 

 

出所：ベーカー・ヒューズ社のデータを基に SBILMが作成 
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米ダウ平均株価、一時取引時間中の最高値更新も反落 

 

米株式市場は、主要株価が前週末まで 3日連続で終値の過去最高値を更新しており、序盤から利益を確定の売りが先行した。そ

の後は下げ幅を縮小する動きとなった。ダウ平均株価が、一時前週末比 16 ドル高まで上昇し、取引時間中の最高値を更新する

場面もあった。なお、ナスダックは、取引時間中、終値ベースの最高値を更新した。個別では、キャタピラーの投資判断が引き

上げられたことが好感され大きく上昇した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


